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観光分野からの成長戦略
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星野佳路
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※資料：マッキンゼー分析2



※資料：マッキンゼー分析3
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資料：世界観光機構（UNWTO）
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急増する国際旅行市場



�

� � ��

�

� � ��

�

� � �

�

�

� � � ��

�

戦略の基本概念

大きく安定している国内旅行需要を利
用し競争力を身につけ、インバウンド
獲得競争にて勝ち抜く。
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����兆円



観光産業への影響
��　構造的低生産性�低収益
��　投資不足
��　派遣・臨時雇用への依存
��　市場原理の不在

	



消費者への影響
��　すべての価格が高い
��　混雑（交通・観光地・宿）
��　顕在化しない内需
��　旅行商品の魅力低下
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例えば、
５地区に分散すると
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九州・沖縄・中国・四国の休み

近畿の休み

中部・北陸信越の休み

南関東の休み

北海道・東北・北関東の休み



��

���
年��月
日～

���
年�月�日
休暇取得促進に関する有識者委員会 休暇取得の促進、取得分散の提案

���
年��月��日～

����年��月�
日

国土交通省休暇分散化ワーキングチー
ム

休暇分散にあたっての関係省庁との
連携／ヒアリングの実施

���
年��月��日～

����年�月�	日
成長戦略会議（国土交通省）

成長戦略としての観光分野の中で、
休暇分散の提案

����年��月�日、

����年��月��日
休暇改革国民会議

休暇分散の国民的な合意形成

「観光立国推進基本計画」及び
「新成長戦略」に示された休暇取
得の促進・分散化をはじめとした
休暇改革に関する課題について幅広
く検討し、国民的コンセンサスの形
成を促進する。

休暇分散取得についての政府の検討

最終的に与党の成長戦略・経済対策��にて検討。
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昨年震災前までの最終案は停止状態。
※������
��
�第�回観光立国委員会観光参事官資料より
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��
�第�回観光立国委員会観光参事官資料より

【春のゴールデンウィークの分散化】
■�実績�平成��年��の国内旅行消費額　　　 約���兆円
■�新規�交通緩和による新たな国内旅行需要　 約１兆円
【秋の連休の設定】
■�実績�平成��年��の国内旅行消費額　　 約���兆円
■�新規�新たに創出される国内旅行需要　　 約��
兆円
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�第�回観光立国委員会観光参事官資料より
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�第�回観光立国委員会観光参事官資料より



成長の基本概念
•製造業だけの経済成長から、農業とサービ
ス業も含めた経済成長に転換していくため
に、社会制度や規制制度などを見直していく
ことで、健全な市場環境を整備し産業競争力
を付ける。市場成長が確実な観光産業におい
ては、需要の平準化が最も重要な市場環境
整備である。
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